
当行では中期経営計画「MCP 1/3」（2023年4月～2026年3月）において目標とする経営指標として、ROE4.5％以上を掲げてお
りましたが、足元、2025年3月のROEは4.85%と1年前倒しでの目標達成となりました。これを踏まえ、中期経営計画期間中のROE目
標を「5％以上」に切り上げ、成長戦略の遂行を通じ収益力の更なる強化に努めております。あわせて、地域経済成長に向けたリスクテイク、
成長投資、株主還元のそれぞれが拡充・強化される資本政策を実践し、企業価値の更なる向上を目指しています。

PBRは足元で約0.4倍であり、当行の利益成長やその源泉である埼玉県の市場優位性を十分反映したものであるとは認識しておりま
せん。ROE向上とあわせて、利益の期待成長率向上や株主資本コスト引下げに繋がる取組みを継続的に行ってまいります。

ROE向上に向けては、中小企業向け貸出や個人ローンといったコアビジネスを強化するとともに、アセットを用いないフィービジネスの
拡充やコストコントロール強化に努めております。あわせて、RWA（リスク・アセット）コントロールの高度化、成長投資や株主還元の強化に
取組んでいます。

企業価値の現状認識と改善の方向性

企業価値向上に向けた取組み

ROE（東証基準） PBR（3月末株価による）

 ROEおよびPBRの推移

 PBR向上に向けたロジックツリー

PBR・ROE・株主資本コストの関係

企業価値向上

PBR向上

ＲＯＲＡ向上

財務レバレッジ
コントロール

PBR ROE=              × PER

ROE
1

株主資本コスト－利益成長率
= ×

利益成長

RWAコントロール

RWAコントロール

株主資本

ＲＯＥ向上

株主資本コストを
上回る収益性の

実現

ＰＥＲ向上

株主資本コスト
抑制

利益の
期待成長率

向上

株主資本コスト
引下げ

 
 

コストコントロール

RWAコントロール

長期ビジョン実現に
向けた中期経営計画

の確実な遂行

情報の
非対称性解消

収益力の
着実な強化

成長投資
（資本有効活用）

経営基盤の
強化

サステナビリティ経営
の高度化

株主還元の強化

・経費コントロール
・与信関係費用コントロール
・自己資本比率（11％以上）
・高RORAアセットへの投資

中小企業向け貸出・ローンビジネス
・政策投資株式の縮減

・コアビジネスの強化
中小企業向け貸出・ローンビジネス

・フィービジネスの拡充
中小企業の経営課題解決
個人の資産形成・運用・承継サポート

・デジタルへの投資
・人的資本への投資

・累進的配当

・ガバナンスおよびコンプライアンス強化
・成長を下支えするデジタル・人的資本

への投資環境整備
・アライアンスの活用
・開示情報の拡充（非財務情報含む）
・投資家との積極的対話に向けた態勢整備

・埼玉の成長を取込み加速する戦略遂行
中小企業へのコンサルティング
デジタルを積極活用した個人向けビジネス

・地域の課題や様々な変化を捉え、
価値創造・提供に取組む戦略の実践
産学官連携を通じた地域活性化など
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中期経営計画「MCP 1/3」
目標５％以上に切り上げ
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中期経営計画「MCP 1/3」
目標５％以上に切り上げ

4.31%
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収益力強化に向けマザーマーケットである埼玉県の成長を取込み、中小企業向け貸出や住宅ローンなどのコアビジネスを強化するとと
もに、コンサルティングによるフィービジネスを拡充させていく方針としております。

利益成長率については、実質県内総生産の成長率を上回る推移を続けており、収益力の着実な強化が図られていると考えております。

RORA（リスク・アセット利益率）については、継続的な向上が図られており、足元で0.74%となっております。RORAを意識した営業
活動の浸透に向け、2022年より継続的に取組んでおり、全店評価への導入、研修の充実や複合的な提案に繋げるツールの高度化を実施
しております。

また、高RORAアセットへの投資として、当行のコアビジネスである中小企業向け貸出や住宅ローンを一層拡充していくことで更なる
RORA向上に繋げてまいります。

 収益力の強化

 RORA向上に向けた取組み

△3.6%

4.0%
1.7% 0.9% 0.5%

2.9%

13.8%

24.4%

3.8%

18.8%

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

実質県内総生産

当期利益（単体）

73 83
103 107

127

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

（単体） 持続的な利益成長 マーケットを上回る成長率

中小企業向け貸出

コアビジネスの強化

ローンビジネス

中小企業の課題解決

フィービジネスの拡充

資産形成・運用・承継
サポート

成長を続けるマザーマーケット

人口 732万人
事業所数 20万ヵ所超
全国5位の経済・人口規模 ＋

（単位：億円）

（23/3以降の県内総生産は推計・予想）

「埼玉県」

0.40%

0.47%
0.51%

0.74%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3

・全店の評価にRORAを導入、動機付けを強化
・従業員一人ひとりの理解向上に向けた研修充実
・預金やコンサルティング等、複合的提案に繋げるツール高度化

お取引先に寄り添った提案強化により、収益性の一層の向上へ

RORA

中小企業

ストラクチャード
ファイナンス

アパマン
ローン等

住宅
ローン

強みである中小企業向け貸出・住宅ローンを一層拡充

更なる
向上へ

＊行内管理ベースRORA
に基づくイメージ

大企業

2022年より継続的な取組みを実施

当期利益（単体） 利益成長率

RORAの推移（連結・FIRBベース） RORAを意識した営業活動の浸透

高RORAアセットへの投資＝コアビジネス強化
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資本運営に関する考え方

 成長戦略を加速させるための投資

従業員のスキル・能力開発支援の充実スピード感ある投資により、成長基盤を拡充

スマートフォンアプリの
機能拡充

コミュニケーション基盤の
全面刷新

お客さま利便性・サービス向上
2024/3期 2025/3期 2026/3期

ベースアップ 平均3％
（若年層従業員）

平均６％
（全従業員）

平均5.5％
（全従業員）

臨時従業員
時給引上げ ＋30 円 ＋50 円 ＋100円

8億円

27億円

47億円

24/3 25/3 26/3(見込）

当初計画 40億円

累計投資額

人材の確保・維持に向けたベースアップ等の実施
2023年4月 2024年4月 2025年4月 2026年4月

初任給
引上げ

初任給
21万円

22万円
（＋1万円）

25.5万円
(＋3.5万円)

28万円
(＋2.5万円)

1人あたり人材投資額

25万円

27.3万円

29.7万円 30万円

23/3 24/3 25/3 26/3(目標）

「MCP 1/3」の投資額は当初計画を上回る見通し 

生産性向上

先進テクノロジーによる新たな顧客体験創出

企業の経営課題解決・
伴走支援ノウハウ

ライフプラン
コンサルティング

デジタル・IT
リテラシー

・2022年3月期より５年連続の増配を予定

・累進的配当方針を明確化（2024年5月公表）
・自己株式取得
2024年3月期、40万株（9億円）を取得

80円
（21年3月期）

140円
（26年3月期予想）1.75倍に増加

・埼玉の成長を取り込んだ金融仲介機能の発揮

・毎期の利益成長により、リスクイベントに備えた
 健全性も確保

貸出金伸び率
３.２％

県内設備投資伸び率（2.2％）
（当行シンクタンクの25年当初予測）

・デジタルへの投資を加速
中計3年間の投資額は当初想定を上回る見通し

・人的資本への投資拡充
スキル開発支援の充実・継続したベア/初任給引上げ

・コミュニケーション基盤刷新
・スマホアプリの機能拡充等

好循環を創出

県内の貸出金伸び率（1.3％）
（日銀統計 25/3期実績）

＞

当初想定
約40億円
（3年間）

約47億円
（見込）

1人当たり人材投資
27.3万円（24年3月期）

1人当たり人材投資
29.7万円（25年3月期）

リスクテイク余力の拡大

株主還元の充実成長投資

資本運営については、地域経済成長へのリスクテイク、成長を下支えする投資、株主還元のそれぞれが拡充・強化される好循環創出を
目指す方針としております。リスクテイクにつきましては、埼玉の成長を取り込んだ金融仲介機能の発揮に努めるとともに、毎期の利益成
長によりリスクイベントに備えた健全性も確保してまいります。

成長戦略を加速するための投資として、デジタルと人的資本に積極的に投資していく方針です。デジタル分野についてはスピード感あ
る投資により成長基盤の拡充を進めており、投資額は中期経営計画3年間の当初計画40億円を上回る見通しです。

また、人的資本については、コンサルティングやデジタルのスキル・能力開発を促すため研修の充実を図っており、一人あたり人材投資
額を拡大させております。あわせて、人材の確保・維持、エンゲージメントの向上に向けたベアや初任給引上げも継続しております。

デジタル分野への投資 人的資本への投資
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 自己資本比率

基礎的内部格付手法（FIRB）標準的手法（SA）

8.54% 8.48%
9.44% 10.27%

21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 27/3 28/3 29/3 30/3以降

13.27%

SAの
60%

17,796

SAの
70%

SAの
72.5%

フロアに抵触しない期間 29/3期以降、資本フロアの掛け目は72.5%が継続

段階的リスク・アセット調整（フロア調整）について

【凡例】

SAに
基づく

リスク・
アセット

資本
フロア
調整額

FIRBに
基づく

リスク・
アセット

SAの
55%31,229

SAの
65%

25/3 26/3 27/3 28/3 29/3

（単位：億円)

・SAに基づくリスク・アセットに所定の掛け目を掛け算出される「資本フロア」を下回る場合、差額が加算される（掛け目は段階的に引上げ）
・自己資本の額、アセットのポートフォリオは、25/3末基準で固定

フ
ロ
ア
調
整
後
の

リ
ス
ク
・
ア
セ
ッ
ト
額

加
算

「ＭＣＰ １/３」における  
目標水準 11％以上

当行は2024年3月期よりバーゼルⅢ
の最終適用を受けており、本基準に基づ
く自己資本比率は13.27％となりました。

前年比3ポイント上昇しておりますが、
これは分母となるリスク・アセットの段階
的な調整の影響が2025年3月期は最も
大きくなっていることによるものです。

今後につきましては、資本の額を一定
と仮定すると、2029年3月期にかけて
低下し、11%を大きく上回らない水準と
なる見通しとなっています。

なお、中期経営計画「MCP 1/3」にお
ける11％以上という目標は、健全性を維
持しつつ、成長に向けた貸出増強などの
リスクテイクが十分行える水準として設定
したものです。

引き続き、リスク・アセット拡大や株主
還元充実などを踏まえたコントロールに
努めてまいります。

 政策保有株式

252 

201 
181 171 168 163 162 159 

90 

82 
77 

72 71 
68 66 

59 

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3

上場株式の期末簿価
銘柄数

更なる
縮減へ

（単位：億円・先）連結純資産に
占める時価割合

24.8％

16.4％
14.8％

15.5％
15.4％

16.２％ 20.6％

21.5％

政策保有株式につきましては、2018
年3月期からの7年間で、31先、約93億
円を縮減してまいりました。

1社1社との十分な対話を経た上で、安
定的・中長期の取引関係維持や地域経済
の発展など保有意義が認められる場合に
おいてのみ、限定的に保有を継続し、純資
産に対する時価の割合として20％を意識
しつつ、縮減に努めていく方針です。

 株主還元

■中間配当金　■期末配当金　　　　配当性向

40円 45円 50円 60円 70円

50円 50円
55円

65円
70円

33.4%

29.2% 30.9% 31.4%
33.0%

22/3 23/3 24/3 25/3 26/3（予想）

配当金・配当性向（連結）の推移

通期90円 95円
105円

125円

140円

自己株式
40万株取得
（9億円）

2022年3月 期より増 配を継 続し、
2025年3月期には、1株当たり125円
の配当を実施しました。

2026年3月期も、5期連続増配とな
る1株当たり140円の配当を予定してお
ります。

利益成長とあわせ累進的配当を目指し
ながら、自己株式取得も機動的に行って
まいります。
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